
（第一条関係）

１ １ ０

※ ※ 2 3 0 1 5 0 0 0

～ ）

免許の 免許換え後の ※

１．新規 免許権者コード

２ ２．免許換え新規 → 0 0 ※

３．更新 ※

項番 ◎　商号又は名称 法人・個人の別

１１ コ ク ト ゛ フ ト ゛ ウ サ ン カ フ ゛ シ キ カ イ シ ャ １ １．法人

２．個人

国 土 不 動 産 株 式 会 社

※

◎　代表者又は個人に関する事項

１２ 0 1 9 9 － 1 1 1 1 1 1 －

コ ク ト ゛ 　 イ チ ロ ウ

国 土 　 一 郎

S － 5 0 年 0 6 月 0 3 日 ※

◎　宅地建物取引業以外に行っている ◎　所属している不動産業関係業界団体がある場合には

事業がある場合にはその種類 その所属

１３ 0 5 1 0 （加入： ）

1 1 （加入： ）

（加入： ）

（加入： ）

◎ 資本金（千円） （加入： ） ※

3 0 0 0 0 0

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 確認欄

　　　　年　　月　　日

不動産賃貸業 　　　　年　　月　　日

生 年 月 日

兼

業

コ
ー

ド

建設業
所

属

団

体

コ
ー

ド

（一社）不動産協会 平成28年12月1日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

名 称

役名コード 登録番号

有 効 期 間
　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

フ リ ガ ナ

商 号 又 は 確認欄

種類 知事

免 許 年 月 日 　　　　年　　月　　日

免 許 証 番 号
国土交通大臣

（　　）第　　　　　　　号

（ 1 ）

（有効期間： 平成28年11月16日 令和1年11月15日

ファクシミリ番号 ０５２－７８９－０１２３

受付番号 受付年月日 申請時の免許証番号

氏 名

代表取締役　国土　一郎（法人にあっては、

代 表 者 の 氏 名 ）

電 話 番 号 ０５２－１２３－４５６７

主 た る 事 務 所 の 愛知県名古屋市中区三の丸２－５－１　三の
丸ビル１階　１０１号室所 在 地

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令 和 7 年 4 月 1 日

中部地方整備局長　殿

商 号 又 は 名 称 国土不動産株式会社

別 記

様式第１号 （Ａ４）

免　　許　　申　　請　　書
（第一面）

　宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。

郵 便 番 号 〒460-8514

◎ ビル名及び室番号まで記

載すること。

◎ 最初の２桁

＊ 免許換えの場合は都道

府県コード

＊ 更新の場合は”００”を記

載

※都道府県コード表参照

◎ （ ）内は更新前の免許の

回次数を記載すること。

◎後は免許番号を記載するこ

と。

※更新及び免許換えの場合の

み記載すること。

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 記入不要

◎ 法人は履歴事項全部証明

書の通り記載すること。

＊ 「・」、「、」等も明確に記載

すること。

記載しない！◎ 役名コード ◎ 都道府県コード

◎ 法人のみ右詰で記載すること。

◎ 兼業コード（兼業コード参照）を記載すること。

＊ 業種名も記載すること。

＊ 兼業がない場合は”５０”を記載するとともに”兼業なし”も記載

すること。

◎ 商号又は名称

「フリガナ」の欄及び「商号又は名称」の欄については、上段より左詰で記載すること。濁点、半濁点は一文字とする。

◎ 氏名について

漢字は身分証明書の字体で記載すること！

◎ 宅地建物取引士番号（右詰）

◎姓と名の間を一文字空けること。
◎ 所属団体コード（コード表１

参照）

＊ 新規申請時は記入不要。

＊ 団体名、加入日も記載す

ること。

＊ 所属団体がない場合は”

５０ 所属団体なし”と記載する



１ ２ ０

※ 2 3 0 1 5 0 0 0

項番 ◎ 役員に関する事項（法人の場合）

２１ 0 2 － －

ヤ マ タ ゛ 　 タ ロ ウ

山 田 　 太 郎

S － 5 3 年 0 6 月 2 3 日 ※

２１ 0 2 8 8 － 1 1 1 1 1 1 －

ヤ マ モ ト 　 シ ゛ ロ ウ

山 本 　 次 郎

S － 5 5 年 1 0 月 0 5 日 ※

２１ 0 3 － －

コ ハ ゛ ヤ シ 　 サ フ ゛ ロ ウ

小 林 　 三 郎

S － 5 8 年 0 3 月 1 8 日 ※

２１ － －

－ 年 月 日 ※

２１ － －

－ 年 月 日 ※

２１ － －

－ 年 月 日 ※生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード 登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード 登録番号

氏 名 確認欄

（第二面）

受付番号 申請時の免許証番号

（ 1 ）

役名コード 登録番号

フ リ ガ ナ

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 役名コード

◎ 姓と名の間を一文字空けること。◎ 都道府県コード

記載しない！

◎ 宅地建物取引士登録番

号（右詰）

◎ 宅地建物取引士の場合

は、必ず記載すること。



１ ３ ０

※ 2 3 0 1 5 0 0 0

３０ １ ※

項番 ◎ 事務所に関する事項

３１ 4 6 0 － 8 5 1 4

2 3 1 0 6 1

三 の 丸 ２ － ５ － １ 　 三 の 丸 ビ ル １ 階 　 １ ０ １

号 室

０ ５ ２ － １ ２ ３ － ４ ５ ６ ７

6 ※

◎ 政令第２条の２で定める使用人に関する事項

３１ － －

－ 年 月 日 ※

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項

４１ 1 3 － 0 0 0 2 0 0 －

S － 年 月 日 ※

４１ 1 3 － 0 0 2 0 3 4 －

H － 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※生 年 月 日

氏 名 確認欄

生 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

02

フ リ ガ ナ

登 録 番 号

フ リ ガ ナ スズキ　シロウ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

登 録 番 号

生 年 月 日

従 事 す る 者 の 数

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

所 在 地

電 話 番 号 確認欄

所在地市区町村コード 愛知県 名古屋市 中区

事務所の名称 本店

郵 便 番 号

08 08

（第三面）

受付番号 申請時の免許証番号

（ 1 ）

事務所の別 　１．主たる事務所　２．従たる事務所 事務所コード

鈴木　四郎

イノウエ　ハナコ

井上　花子

61 07 23

◎ 従事する者の数（右詰）

添付書類４及び添付書類１０と一致させること。

◎ 住所番号「丁目」、「番」及

び「号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載するこ

と。

◎ 「市外局番」・「市内局番」・

「番号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載するこ

と。個人契約の携帯電話は不

可。

◎ 「第一面」項番１２に記載した

者が政令使用人となる場合は、

記入不要（本店の場合のみ）。

ただし、支店等において「第一

面」項番１２に記載した者が政令

使用人となる場合は、当該者を

記載すること。

◎ 都道府県コード
◎ 宅地建物取引士番号（右詰）

記載しない！

◎ 「第三面」は、項番３０の事務所ごとに作成すること。

（従たる事務所新設の場合は従たる事務所分の第三面の作成が必要）

◎ 当該事務所に設置する専任の宅地建物取引士を「第三面」に記載しきれない場合は「第四面」を使用し、

「第三面」の次に添付すること。

「第三面」で専任の宅地建物取引士全員を記載できる場合には、「第四面」は添付不要。



１ ４ ０

※ 2 3 0 1 5 0 0 0

３０ ※

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項（続き）

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

登 録 番 号

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

登 録 番 号

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

登 録 番 号

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

登 録 番 号

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

事務所の名称

登 録 番 号

（第四面）

受付番号 申請時の免許証番号

（ 1 ）

事務所の別 　１．主たる事務所　２．従たる事務所 事務所コード

◎ 「第四面」は、当該事務所に４人以上専任の宅地建物取引士が就任する場合のみ使用。



（消印してはならない）

（第五面）

登録免許税納付書・領収証書、収入印紙 又は証紙はり付け欄

◎ 新規申請・免許換え申請の場合

名古屋国税局名古屋中税務署へ登録免許税９万円を納付し、その領収証書原本を貼付する。

※納付の方法については、国税庁の”国税の納付手続”内にある［納付の方法］ をご覧 下さい

（https://www.nta.go.jp/tetsuzuki/nofu‐shomei/nofu/01.htm#a01）。

※必ず申請者名で納付し、行政書士名等で納付しないでください。

◎ 更新申請の場合

収入印紙３万３千円分を貼付する（消印無効）。

※都道府県の証紙とは異なるので注意。

●令和７年４月１日以降でオンライン申請による場合は収入印紙２万６千５百円分で

す。

◎オンライン申請の場合も、登録免許税の領収書や印紙については、別途、中部地方整備局宛

てに郵送してください。


